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� 要約 �
第二次大戦後に先進諸国で形成された福祉国家とは，市場の外側で現金を給付して国民の生活を保障す

る，所得再分配国家だったということができる．もちろん，貧しい者に現金を給付するためには，豊かな

者の所得に課税する必要がある．

しかし，高額所得に課税するためには，資本統制をする権限が，国民国家に与えられていなければなら

ない．そのために第二次大戦後には自由な貿易と，国内での所得再分配を両立するためにブレトン・ウッ

ズ体制が形成され，租税負担や政治的要因で，資本所得がフライトしないように，資本統制をする権限が

国民国家に与えられていたのである．

ところが，重化学工業を基軸にした工業社会から，情報産業を基軸にした知識社会に転換すると，経済

のグローバリゼーションが始まる．ブレトン・ウッズ体制は崩れ，資本は国境を越えて自由に動き回るよ

うになる．そうなると，政府による所得再分配が不可能となり，福祉国家が行き詰ることになる．

そこで，現金給付による福祉から，現物給付による福祉へとシフトさせる必要が生じる．現物給付によ

る生活保障は，現金給付による生活保障と相違した所得再分配である必要がないからである．というより

も，現物給付は地域社会で営まれている生活に合わせて給付する必要があるため，地方政府が相互扶助の

ように提供する必要がある．

逆に現物給付が提供されていないと，格差が拡大し，社会秩序が乱れて経済発展も行き詰まる．なぜな

らば，重化学工業では女性は労働市場に進出せずに，家庭内でアン・ペイドワークに従事していたのに，

知識社会では労働市場に参加するようになるからである．したがって，女性がになってきたような相互扶

助的サービスが社会サービスとして提供されないと，労働市場が二極化して社会が砂時計型になってしま

うからである．

� Key words：人間福祉，財政学，福祉国家

人間福祉学研究，１（１）：５‐１６，２００８

１．「悲しみの分かち合い」としての福祉

福祉の「福」は「神から恵まれた豊かさ」つま

り「さいわい」や「しあわせ」を意味する．福祉

の「祉」は「神の授ける福」，つまり「さいわい」

や「しあわせ」を意味する．つまり，福祉とは「さ

いわい」や「しあわせ」という意味となる１）．

もっとも，福祉がウェルフェア（welfare）の

翻訳語として用いられることもある．ところが，

フェア（fare）とは暮らしを意味し，ウェルフェ

アも幸福を意味する．したがって，福祉とは「さ

いわい」や「しあわせ」を意味することには間違

いない．

しかし，辞書でひもとくと，福祉という意味は
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「公的配慮によって社会の成員が等しく受けるこ

とのできる安定した生活環境」となっている．そ

うだとすると，福祉とは人間の幸福と結びついて

いるとはいえ，常識的には公共部門が提供する広

い意味での公共サービスと理解されているといっ

てよい．もっとも，公共サービスといっても，人

間の「生活環境」にかかわる公共サービスであり，

社会の構成員に等しく保障される公共サービスを

意味していると考えられる．

このように福祉が人間の幸福を意味するととも

に，社会の構成員の生活を保障する公共サービス

をも意味するとすると，財政と結びついてくる．

つまり，福祉とは財政そのものだといってよい．

財政は公共サービスを提供して，社会の構成員の

幸福を保障することによって社会を統合している

ことだといってもよいからである．

福祉とは社会の構成員に生活を保障する公共サ

ービスだという理解に立つと，スウェーデン語で

社会サービスをオムソーリ（omsorg）と表現す

ることに想いがいく２）．オムソーリとは日本でい

う常識的に考えられる福祉よりも広く，教育と医

療なども含んでいる．このオムソーリの本来の意

味は「悲しみを分かち合うこと」という意味であ

る．

この社会サービスを意味するオムソーリという

スウェーデン語は，福祉の意味の原点を語ってい

る．福祉とは社会の構成員が「悲しみを分かち合

うことだ」といってよいからである．

「悲しみを分かち合うこと」は悲しみを受けて

いる人々にのみ，幸福をもたらすのではない．「悲

しみを分かち合う」ことは，「悲しみを分かち合

う」ことによって，悲しみを受けていない人々も

幸福を実感する．というのも，人間にとっての生

きがいとは，他者にとって自己の存在が必要だと

実感できるときだからである．

「悲しみを分かち合うこと」によって，他者に

とって自己の存在が必要だと実感できる．それだ

からこそ福祉のために負担し合うことになる．

福祉はこのように「悲しみの分かち合い」によ

って，人間の生活条件をより発展させていくこと

だと理解すると，それは大きく社会の構成員の

個々人に割り当てられるものと，社会の構成員の

一般的生活条件を向上させるものがある．もっと

も，この２つは分かち合いに結びついている．

こうした「悲しみの分かち合い」は，そもそも

家族やコミュニティという共同体的人間関係のも

とでの「分かち合い」としてになわれてきた．そ

うした福祉が公共サービスとして提供され，生活

保障のための公共サービスが「福祉」だと理解さ

れるようになってきたといってよい．

アダム・スミス（Adam Smith）は財政の使命

を３つ指摘している．１つは国防であり，もう１

つは，社会の構成員を不正と圧迫から保護する治

安維持である．この２つは強制力という政府その

ものを維持する公共サービスといってよい．

最後の１つは「公共事業と公共施設」である．

これは生産活動の前提条件を整備する公共サービ

スと，生活条件を保障する公共サービスといって

よい．

つまり，「公共事業」も「公共施設」も，共同

体のになっていた機能が「変形（transforming）」

した公共サービスである．生産条件は農道や水利

にしても，共同体の共同作業によって形成されて

いた．生活条件も育児や養老にしろ，医療にしろ，

教育にしろ共同体の相互扶助によってになわれて

いたのである．

オムソーリとは，相互扶助に代替して生活条件

を保障する公共サービスということができる．も

っとも，常識的に福祉といえば，オムソーリに含

まれている医療と教育が抜け落ちるといえる．対

人社会サービスといえば，医療と教育と福祉から

成り立つと理解され，福祉は医療や教育という専

門技術を要する対人社会サービスは除外されるこ

とになる．

しかし，公共サービスとしていえば，専門技術

の要求される教育や医療が，むしろ狭義の福祉に

先行していく．そのため福祉を広く考えると，教

育や医療を含むオムソーリという「悲しみの分か
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ち合い」となる．

そうだとすれば，福祉とは財政を通じる社会の

構成員による「悲しみの分かち合い」だというこ

とができる．このように福祉を位置づけ，財政学

的視点から福祉を体系的かつ立体的に分析してい

くことにしたい．

２．福祉という財政使命と社会保険の誕生

アダム・スミスは生活条件の整備や生活条件の

保障という財政の使命を重視していなかったとい

うことができる．なぜならば，生活条件の整備や

生活条件の保障については，財政本来の収入であ

る租税ではなく，料金収入によることを考えてい

たからである．つまり，料金収入という市場の価

格に類似した負担を規定していたからである．

それはアダム・スミスの時代には産業革命を経

験して生活活動の基盤が農業から工業へと転換し，

市場社会が成立したといっても，軽工業の時代で

あり，共同体的人間関係が広汎に存在していたか

らである．そのためアダム・スミスは生活条件の

整備や生活条件の保障という財政機能を重視せず

防衛や治安維持という強制力に基づく公共サービ

スの提供に財政の使命を収束させていたのである．

ところが，軽工業から重化学工業へと産業構造

の基軸が転換していく１９世紀後半になると，財

政の使命も大きく変化する．同質な筋肉労働を大

量に必要とするため，労働市場も男性労働中心と

して，大規模に拡張していく．労働市場の拡大は，

家庭内で生産あるいは加工されていた食料や衣料

などを，生産物市場から完成品として購入しなけ

ればならなくなったことを意味している．つまり，

市場の拡大と共同体機能の縮小が，絡み合いなが

ら展開していくことになる．

このような現実を眼前にして，財政学を大成し

たワグナー（Adolf Wagner）は，「鎮圧主義」か

ら「予防主義」への転換を唱える．つまり，市場

経済が拡大することから社会的亀裂が生じ，それ

による社会的秩序の乱れを，強制力で鎮圧するよ

りも，未然に秩序の混乱を防ぐ「予防主義」を重

視すべきだと主張する．

こうした「予防主義」という観点からワグナー

は，「文化または福祉目的」の財政機能を拡大し

ていくことを提唱する．つまり，財政による社会

の構成員の生活条件を保障するという福祉を，財

政の使命として掲げたのである．

このように福祉を財政の使命とするようになる

と，ワグナーは財政主体に変化が生じると考えた．

それは次のような２つの変化である３）．

第１に，中央政府と地方政府という２つの財政

主体の政府間関係で，地方分権が進むという変化

である．ワグナーの提唱する教育・衛生・福祉な

どの狭い意味での福祉という公共サービスは，家

族やコミュニティという共同体の協力関係に基づ

いて提供されていたものであり，より小規模な政

府によってになわれているべきだと考えられてい

たからである．

第２に，新しい財政主体として準国庫組織

（Parafisken）が形成されるという変化である．

準国庫組織とは民間部門と公共部門との中間領域

の総称と位置づけられていた．社会保険の担当機

関である社会保険金庫・農業金庫・商業金庫・工

業金庫などの職業団体金庫などを具体的には意味

している．それは慈善団体や自助団体が政府に吸

収されていく現象だとワグナーは考えていたので

ある．

こうしたワグナーの準国庫組織の形成という政

策主張を受けて１８９３年に，ビスマルクが健康保

険という社会保険を世界で初めて導入する．これ

は「坑夫共済金庫（Knappschaftskasse）」をモ

デルとした共済活動を母胎とした準国庫組織とい

うことができる．

準国庫組織である社会保険の導入は，財政に租

税を加えて，社会保険料という新しい貨幣の調達

方法を生じさせることになる．租税は強制的に，

無償で調達されるものである．社会保険料は強制

的だけれども，無償つまり何の対価もないとはい

いがたい．加入が強制的だけれども，負担してい
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なければ社会保険給付は受けられない．しかし，

社会保険は保険といっても，保険ではない．保険

料と表現すると，民間の保険と混同するため，拠

出金と表現したほうがよいかもしれない．

市場における貨幣の流れは，１対１の対価原則

に基づいている．前述のように租税にはこうした

対価関係はない．租税を公共サービスの対価だと

考えても，租税負担全体と公共サービスの利益全

体が対応する等価原則が成立するだけである．

民間保険も１対１の対価原則が成立していると

はいえないかもしれない．等価原則が成り立って

いるにすぎないとも考えられる．しかし，民間保

険は市場での取り引きに乗せるために，リスクに

応じて負担することにしている．

社会保険料あるいは社会保障の拠出金は，市場

での取引ではないので，リスクに応じて負担する

わけではない．もちろん，民間保険のように任意

ではなく，強制的である．

しかし，社会保険料あるいは拠出金は，強制さ

れるから租税かといえば，租税ではない．租税で

賄われる公共サービスはすべての社会の構成員を，

その受益から排除してはならない．

社会保険料あるいは拠出金を，目的税にという

主張がないわけではない．しかし，目的税は使途

が限定されるとはいえ，使われた公共サービスか

ら社会の構成員が排除されるということはない．

たとえば，道路目的税であるガソリン税を納税し

ていないからといって，道路を使用できないとい

うことはない．

このように目的税であっても，租税である限り，

公共サービスの受益から排除されるということは

ない．ところが，社会保険料は負担していないと，

給付は受けられない．租税は強制性と，無償性を

条件としているけれども，社会保険料には強制性

はあるけれども，無償性が存在するとはいいがた

いのである．

政府を政府たらしめる「法および権力目的の領

域」に対して，「文化的福祉目的の領域」が相対

的に拡大するというワグナーの予言は的中した．

財政が社会の構成員の生活条件を保障するという

福祉は重視されるようになり，第二次世界大戦後

には先進諸国がこぞって，「福祉国家」の形成を

目指していく．福祉国家とは社会の構成員の福祉

を優先目標とする国家ということができる．

３．経済再分配国家としての福祉国家

財政が福祉を重視するようになると，財政主体

に変化が生じるというワグナーの主張は，歴史的

に必ずしも妥当とはいいがたい．確かに「文化ま

たは福祉目的」を優先する「文化国家」や「福祉

国家」への転換という予言は，的中したというこ

とができる．しかし，ワグナーの「国家から市町

村に向かうより小規模な強制共同経済」が拡大す

るという地方分権の予言は外れているからである．

ワグナーが地方政府の活動が拡大すると考えた

のは，「文化的福祉的目的の領域」では「統一・

集中・中央集権化の同じ需要が存在せず」，まっ

たく逆の傾向があると想定していたからである．

「文化的福祉的目的の領域」が本来，家族やコミ

ュニティという共同体における相互扶助の代替的

性格を備えていることを考えれば，地方財政が拡

大するというワグナーの予想が的外れというわけ

ではない．それにもかかわらず予想外の結果とな

ったのは，ワグナーが「文化的福祉的目的の領域」

の未来を見誤ったというよりも，「法および権力

的目的の領域」で生ずる戦争の行く末を見間違え

たからである．

ワグナーは戦争がますます希有な出来事となり，

期間的にも戦時期は短縮すると予想した．しかし，

史実は逆に総力戦と化した戦争が，短期間のうち

に２度にわたって勃発した．そのため中央政府の

財政が相対的に増大していくというポーピッツ

（J. Popitz）の法則，つまり「上位機関の財政の

吸引力の法則」が妥当する結果となったのである．

しかし，準国庫組織の形成というワグナーの予

言は実現した．２つの世界大戦を経験することに

よって社会保険という現金給付は拡充していくか
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らである．しかも，総力戦の過程で公的扶助とい

う現金給付も，国民を戦争へと動員していくため

のナショナル・ミニマムの保障として目指される．

こうして現金給付による福祉が総力戦の過程で拡

充していくことは，１９４１年のベバリッジ報告

（Beveridge Report）を想起しても，容易に理解

できるはずである．

２つの総力戦を経験することによって，中央集

権的な財政が形成されるとともに，国民から総力

戦への忠誠を調達するために，福祉を拡充すると

ともに，現金給付と租税を組み合わせて現金給付

という財政の所得再分配機能が強化されていく．

国民が兵士として血を流している戦時期には，戦

争利潤を享受する富裕層を重課する税制を形成せ

ざるをえない．第二次世界大戦後には戦争期の遺

産として，多収性に富み，所得再分配機能の高い

所得税と法人税を基軸とする税制が継承される．

第二次世界大戦後に定着した福祉国家とは，現

金給付と租税による所得再分配国家といってよい．

つまり，市場の外側で政府が現金を給付して，国

民の生活を保障する「所得再分配国家」が福祉国

家なのである．

４．現金給付による福祉の限界と「小さな政
府」論

福祉国家が市場の外側で提供してきた現金給付

には，２つの種類がある．１つは最低生活費を保

障する所得保障給付である．生活保護のような公

的扶助がこれにあたる．

もう１つは正当な理由で賃金を喪失したときに

給付される賃金代替の現金給付である．社会保険

がこれにあたる．それは失業，疾病，高齢退職な

ど正当な理由で，賃金を喪失したときに受ける貸

金代替の現金給付ということができるからである．

福祉国家とは現金給付による最低生活保障や賃

金喪失保障をする所得再分配国家である．こうし

た財政による所得再分配を可能にするためには，

生産要素のうち資本の移動を制御する権限が国家

に付与されていなければならない．なぜならば，

土地や労働という本源的生産要素は，国境を越え

て自由に移動しないのに対して，資本は国境を越

えて自由にフライトするからである．

つまり，高額所得を形成する資本所得に，重く

課税しようとすると海外へとフライトしてしまう．

そのため第二次世界大戦後には，ブレトンウッズ

体制が形成され，租税負担や政治的要因で資本が

移動することを制限する権限が，国民国家に付与

されていたのである．

しかし，１９７０年代から福祉国家は行き詰まり

始める．１９７０年代から重化学工業を基軸とする

産業構造から，知識産業や情報産業さらにはサー

ビス産業を基軸とする産業構造へと大きく転換し

始めると，福祉国家の所得再分配を実現するため

の前提条件であるブレトンウッズ体制が崩れてい

くからである．

知識や情報はマネーに乗って飛び回る．そのた

め金融自由化が進み，経済のボーダレス化，グロ

ーバル化が進行する．そうなると，租税負担率を

高めれば，資本は一瞬のうちに租税負担率の低い

国民国家にフライトしてしまう．したがって，高

額所得を形成する資本所得に対して，累進的個人

所得税や法人税で重い租税負担を課税する福祉国

家の租税制度の維持が困難となってしまうからで

ある．

重化学工業を基軸とする工業社会が行き詰まり，

知識産業や情報産業，さらにはサービス産業を基

軸とする知識社会（knowledge society）へと経

済構造が転換し始めると，現金給付による福祉に

限界が生じる．こうした福祉国家の行き詰まりに

対して，新自由主義の「小さな政府」論が１９８０

年代に展開してくることになる．

「鉄の女」と畏敬されたマーガレット・サッチ

ャーが，ロンドンのダウリング街１０番地に居を

構え，政権の座についたのは，１９７９年のことで

あった．サッチャー政権は産業構造の転換にとも

ない，スタグフレーションに苦悩して行き詰って

いた福祉国家を根底から批判し，民営化，規制緩

人間福祉学研究 第１巻第１号 ２００８．１１
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和，行政改革による「小さな政府」論を掲げる．

しかし，新自由主義に基づく「小さな政府」が

スタグフレーションの解決に成功したというわけ

ではない．確かにサッチャー政権は，スタグフレ

ーションのうちインフレーションの抑制という政

策課題に対しては，成功したと評価することがで

きる．

その成功は「小さな政府」という理念に背教し

た結果なのである．というのも，サッチャー政権

は租税負担率を政権成立前後の１９７８年の３２．２％

から，政権から降板する１９９０年の４０．２％へと大

幅に引き上げた結果として，インフレーションの

抑制に成功したと考えられるからである．

もちろん，こうした大幅な増税は，「小さな政

府」への裏切り行為である．新自由主義の経済思

想からいえば，租税負担率を引き上げれば，スタ

グネーション（stagnation）つまり経済停滞を招

いてしまうからである．

そこでサッチャー政権は租税負担率を引き上げ

る一方で，租税負担構造を富裕階層から貧困階層

へとシフトさせることによって，経済停滞を打破

していこうとする．そのため「所得から消費へ」

が，新自由主義の税制改革の合言葉となったので

ある．

サッチャー政権は１９７９年の税制改革で，所得

税の最高税率を８３％から６０％へ引き下げる．さ

らに１９８８年には，所得税の最高税率を６０％から

一挙に４０％へと引き下げた．逆に日本の消費税

にあたる付加価値税の税率を，１９７９年の税制改

革で１桁台の８％から２桁台の１５％へと引き上

げていく．

こうした「富者に軽く，貧者に重く」という租

税負担構造を創り出す「税制改革」こそ，日本の

構造改革推進者の憧憬の的となる．しかし，日本

では所得税の最高税率の引き下げという「富者を

軽課する」改革は実現しているものの，消費税率

の税率を２桁台に引き上げるという「貧者を重課

する」改革は未実現である．そのため「貧者を重

課する」税制改革を目指して，ひたすら鞭が当て

られることになる．

もちろん，新自由主義も「小さな政府」にすれ

ば，社会統合に亀裂が走ることぐらい充分に承知

している．だからこそサッチャーは，「ビクトリ

アの美徳」を説く．１９世紀の初頭にイギリスが

自由主義を謳歌していた時代には，家族とコミュ

ニティの相互扶助や共同作業が機能していた．そ

うした家族とコミュニティの自発的協力が機能す

れば，社会システムの崩壊を予防してくれるはず

だと考えられていたのである．

日本でも１９８０年代には，「小さな政府」論が提

唱されるとともに，「日本型福祉社会」が鼓吹さ

れていく．つまり，「社会保障が家族を支える関

係」から，「家族が社会保障を支える関係」への

転換が提起される．第二次臨時行政調査会の「日

本型福祉社会」は，「家族や近隣，職場等におい

て連帯と相互扶助が十分に行われるよう，必要な

条件整備を行うこと」を強く訴えていたのである．

しかし，こうした家族やコミュニティの自発的

協力に依拠して，社会統合を図ろうとする新自由

主義の主張は，文字どおり矛で盾を突く矛盾であ

る．というのも，人間は利己心に基づいて行動す

るホモ・エコノミクス，つまり経済人であるがゆ

えに，競争原理の市場経済の拡大を主張している

一方で，人間が利他心に基づいて自発的に協力す

ることに，社会統合の根拠を求めているからであ

る．しかし，競争原理の共用する敵対的人間関係

は，「連帯と相互扶助」という共同体的人間関係

の協力原理を掘り崩してしまうのである．

５．福祉のサービス給付による再編成

行き詰った福祉国家を克服するシナリオは，ア

ングロ・アメリカン諸国が熱狂した新自由主義に

基づく「小さな政府」に収斂していたわけではな

い．福祉国家が社会システムで営まれる生活を保

障するために張り巡らした福祉を，新自由主義の

ように切り捨てて「小さな政府」にするのではな

く，新しい状況の下で福祉を再認識しようとする
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要素市場� 家　計�

生産物市場�

労働・サービス�

賃金�

貨
幣�

無
償
労
働�

消費財�

財・サービス�

：財・サービスの流れ�
：貨幣の流れ�

動きが登場してくる．

福祉国家の行き詰まりは，現金給付による福祉

が限界に達したというよりも，それだけでは不十

分になったと表現したほうがよい．というのも，

重化学工業を基盤とする工業社会では，同質の筋

肉労働を大量に需要する労働市場が形成される．

つまり，主として男性が労働市場で働き，家庭内

には無償労働をになっているという家族を，所得

再分配の単位として想定できないのである．

だからこそ政府が市場の外側で賃金を喪失した

ときに，あるいは賃金を獲得できないときに，政

府がそれに代替する現金給付をすれば，国民の生

活保障が可能だったということができる．という

のも，家族の内部に無償労働によって福祉サービ

スを生産する主として女性が存在していたからで

ある．

ところが重化学工業を基盤とする工業社会から，

知識産業や情報産業さらにはサービス産業を基盤

とする知識社会になると，女性を必要とする労働

市場が急激に拡大していくことになる．そうなる

と，家族の内部で福祉サービスを生産していた女

性が姿を消していかざるを得なくなる．

しかし，重化学工業を基盤とした工業社会から，

知識社会へと転換していくと，福祉国家が再分配

の単位として想定していた男性が主として働きに

行き，女性が家庭内で無償労働をするという家族

形態が崩れていくことをも意味する．つまり，家

族が賃金を獲得できなかったり，喪失したりした

ときに，政府が現金を給付するだけでは国民の生

活を保障できなくなってしまったのである．

このように現金給付だけでは生活保障が不可能

になってきたとすれば，家族やコミュニティが無

償労働で相互扶助的に提供してきたサービスを，

政府が代替して供給しなければ，国民生活を保障

する責任を果たせなくなる．ところが，こうした

相互扶助的サービスは，地方政府が供給するしか

ない．

サービス給付は生活実態に合わせて供給する必

要があるため，国民に身近な政府である地方政府

が供給するしかない．中央政府がサービス給付を

提供しようとしても，地方出先機関を設置して供

給せざるを得なくなるからである．

すでに指摘したように，財政学を大成したワグ

ナーは「予防主義」を唱え，準国庫組織としての

社会保険が展開するとともに，地方分権が進むこ

とを予想していた．しかし，社会保険による現金

給付は進むが，地方分権は予想を裏切られた．そ

れは総力戦を想定しなかったからである．

ところが，第二次世界大戦後の現金給付だけに

頼る福祉がいき詰まり，サービス給付の福祉のた

めに地方分権が推進されていく．それはワグナー

の予言が，歴史の転換期を迎えて成就していく過

程だったといってよい．

６．「３つの政府」体系の確立

福祉とは「悲しみの分かち合い」として，社会

の構成員の生活条件を保障し合うことだと考えて

も，人間の生活は家族を形成して営まれているこ

とを忘れてはならない．図１のように家族内で生

産される財・サービスは，市場社会であっても市

場を通さずに無償で提供される．もちろん，家族

内で財・サービスが無償で，家族の構成員に提供

されるのは，無償労働が存在しているからである．

食事でいえば，食材という原材料は，貨幣を用

いて市場から購入しないわけにはいかない．しか

し，家族では生産物市場から原材料を購入すれば，

これを無償の家事労働によって加工し，家族の構

図１ 家族の経済
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最低限の生活保障責任�

中央政府�

生活の「場」における�
自発的協力の政府�

地方政府�

生産の「場」における�
自発的協力の政府�

社会保障基金政府�

成員に供給することができる．

もっとも，原材料という消費財を生産物市場か

ら購入するために，家族も貨幣を必要とする．そ

の貨幣は労働を要素市場で販売して，賃金を取得

することになる．

そうだとすれば，市場社会における人間の生活

条件の保障は，要素市場で分配される賃金と，家

族内での無償労働で生産される財・サービスを保

障すれば可能となる．つまり，市場社会における

人間の生活条件の保障としての福祉は，賃金に相

当する現金給付と，家族内での無償労働によって

生産される財・サービスに相当するサービス給付

を保障することによって実現できる．

このように福祉を考え，現金給付という福祉国

家の福祉を現物給付によって再編成しようとする

動きと，福祉を体系化して福祉の危機を克服する

ヴィジョンへと結びつければ，政府をメゾ・レベ

ルで「３つの政府」体系に再編するシナリオを描

くことができる．「３つの政府」体系とは図２の

ように，生産の「場」で形成された共同体的人間

関係つまり「協力」に基づいた政府と，生活の「場」

で形成された「協力」に基づく政府を創出するこ

とを意味している．生産の「場」における協力に

基づく政府とは，社会保険をになう純国庫組織を

「社会保障基金政府」と位置づけることを意味し

ている．もちろん，生活の「場」における協力に

基づく政府とは，地方政府である．この２つの政

府に対してミニマムを保障し，国民社会を最終的

に統合する政府を中央政府として「３つの政府」

体系に政府を再編していきながら福祉を体系的に

確立していくヴィジョンを描くことになる．

このように，「政府」として社会保障基金をと

らえると，社会保障基金政府は，生産の「場」で

形成された共同体的人間関係に基づいて展開して

いた共済活動という自発的協力の限界を克服する

ために成立した政府ということになる．そのため

社会保障基金政府の支給する現金給付は，生産の

「場」において喪失した賃金を，社会の構成員が

相互に保証し合う賃金代替の現金給付となる．つ

まり，社会保障基金政府は老齢，疾病，失業とい

う正当な事由で喪失した賃金に代替する現金給付

が使命となる．

社会保障基金政府が賃金代替の現金給付をにな

うとすれば，地方政府は相互扶助代替のサービス

給付つまり現物給付をになうことになる．そのう

えで，社会保障基金の現金給付と地方政府の現物

給付のナショナル・ミニマムを保証する「政府」

としての中央政府が位置づけられる．

社会保障基金の現金給付は，正当な事由で賃金

を喪失した際に給付される賃金代替の現金給付で

ある．しかし，そもそも賃金を獲得できない者も

いる．そうした生存に必要な賃金を獲得できない

者に対する現金給付である生活保護のような公的

扶助は，中央政府が給付責任者を引き受けなけれ

ばならない．さらに，賃金所得のない児童の生存

に必要な消費財を購入するための現金は，児童手

当として支給される．もちろん，児童手当も中央

政府が給付責任を引き受けなければならない．

地方政府の現物給付についても，ミニマム保証

が中央政府の任務となる．地方政府には財政力格

差があるため，現物給付がミニマム保障に値しな

い場合が存在する．そうした場合にはミニマム保

障をする中央責任（central responsibility）は，

中央政府にある．財政力格差を是正して，現物給

付のミニマム保障をするのが，財政調整制度とな

る．日本でいえば交付税がこれにあたる．

道に迷った人に道をたずねられたら，まず目的

地への方向を示し，そのうえで現時点からの道筋

を説明しないと，かえって道に迷ってしまう．ほ

図２ 「３つの政府」体系
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ころび始めている福祉国家の現金給付によるセー

フティネットは「３つの政府」体系の確立という

方向性を示したうえで，現状から目的の地に向か

う改革の道筋を構想していかなければ，道に迷う

ばかりである．

７．福祉の再編成

「３つの政府」体系を確立すると，福祉は以下

のように再編成されることになる４）．

第１に，「３つの政府」体系の確立を目指すこ

とは，社会保険といわれる社会保障が賃金代替の

現金給付であることを明確にし，社会の構成員の

「自主管理」ともいうべき参加民主主義にゆだね

て，社会保障の再生を図ることになる．中央政府

レベルで統合運用される現金給付を基軸とした社

会保障は，素人には理解しがたい仕組みとなり，

官僚主義的弊害に侵されがちである．そのため国

民は，社会保障を基礎づけている自発的協力が認

識できなくなり，社会保障は社会的信任を失って

しまう．

社会保障は「他者」が賃金喪失すれば「自己」

が負担し，「自己」が賃金喪失すれば「他者」が

負担するという協力原理に基づいている．こうし

た協力原理に裏打ちされた社会保障を取り戻すに

は，公共空間を生産の「場」と生活の「場」に分

散して，協力原理に基づく参加民主主義が可能な

公共空間を創出する必要がある．

第２は，現金給付による福祉を，現物給付つま

りサービス給付による福祉にシフトしていくこと

である．それは現金給付による所得再分配を，現

物給付による所得再分配にシフトさせることだと

いってよい．

こうした２つの方向からの福祉の再編成は，地

方政府のサービス給付と社会保障基金政府による

現金給付とをセットにして，さらに中央政府の現

金給付とも有機的に関連づけて，社会の構成員の

生活を保障していくことを意味する．たとえば，

高齢者の生活は社会保障基金政府の支給する現金

給付だけで保障されるわけではない．地方政府の

供給するサービスと，セットで保障される必要が

ある．

地方政府が整備しなければならないサービス給

付は，立地点サービスに分類することができる．

立地点サービスには，居住と医療介護ケアを統合

したケアつき住宅，老人ホーム，痴呆性老人対象

のグループホーム，ナーシングホームなどの高齢

者入居施設がある．これに対して配達サービスに

は，ホームヘルプ，緊急アラームシステムなどが

ある．さらに両者の性格をかね備えた老人専門病

院，地域医療センター，デイケアセンター等の医

療福祉サービスなどが存在する．

失業保険についても，社会保障基金政府が賃金

代替としての失業保険という現金給付を提供しさ

えすれば，十分だというわけではない．地方政府

が職業訓練や再教育つまり積極的労働市場政策と

いう現物給付で，現金給付を補完しなければ，失

業者への生活保障としては未整備なのである．

コルピ（W. Korpi）は「再分配のパラドックス」

を実証している．「再分配のパラドックス」とは

生活保護のような貧困者を対象にした社会的扶助

が手厚ければ手厚いほど，所得は不平等になり貧

困率も高まるという現象である．

日本が「悪平等社会」だといわれた１９９０年代

でみると，生活保護のような社会扶助のウェイト

が高い国は，表１に示したように，アメリカとイ

ギリスである．ところが，アメリカもイギリスも

不平等度を示すジニ係数も高く，相対的貧困率も

高い．

これに対してスウェーデンやデンマークをみる

と，社会的扶助支出は低い．ところが，スウェー

デンとデンマークのジニ係数も相対的貧困率も低

い．ドイツやフランスというヨーロッパ大陸諸国

の社会的扶助支出はアメリカやイギリスというア

ングロ・アメリカン諸国とスウェーデンやデンマ

ークというスカンジナビア諸国との中間である．

そのためジニ係数も相対的貧困率も，アングロ・

アメリカン諸国とスカンジナビア諸国との中間に
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位置する．これがコルピの指摘する「再分配のパ

ラドックス」である．

ところが，日本をみれば例外国家であることが

分かる．社会的扶助支出をみると，スカンジナビ

ア諸国よりも低い．しかし，ジニ係数も相対的貧

困率も，アングロ・アメリカン諸国と同様に高い

からである．

しいていえば，ジニ係数はアメリカやイギリス

よりも低い．アングロ・アメリカン諸国とのみ比

較して，ジニ係数が低かったがゆえに，日本は「悪

平等社会」とよばれたのである．

もちろん，ヨーロッパ大陸諸国やスカンジナビ

ア諸国と比べれば，日本は不平等な社会であり，

相対的貧困率も高い社会だった．相対的貧困率に

至ってはイギリスよりも高かったのである．

スウェーデンやデンマークというスカンジナビ

ア諸国や，ドイツやフランスというヨーロッパ諸

国がジニ係数も相対的貧困率も低いのは，社会的

支出のウェイトが高いからである．この社会的支

出の内訳をみると，育児や養老というサービス給

付のウェイトが高い．さらにいえば狭い意味での

福祉に加え，教育サービス，医療サービスという

対人社会サービスのウェイトが高いのである．現

金給付と福祉との組み合わせだけでは貧国にも所

得格差の是正にも不十分である．むしろサービス

給付をユニバーサルに提供するようになると，「再

分配のパラドックス」が働き，平等で貧困から免

れた社会が形成されていく．

ところが，日本のように地方分権が進まず，サ

ービス給付が適切に供給されないと，不平等で貧

困に満ちた社会が形成されていくことになる．

「３つの政府」体系を確立し，ユニバーサルなサ

ービス給付と，現金給付を合わせ，福祉を提供し

ていくことが，平等と貧困救済のシナリオなので

ある．

８．結びにかえて

「３つの政府」体系を確立することは，社会シ

ステムに対する生活条件の保障を再編成するだけ

でなく，経済システムに対する生産の前提条件を

整備することにもなる．もちろん，ポスト工業社

会に整備しなければならない社会的インフラスト

ラクチュアは，情報・知識産業，あるいは知識集

約型産業を支える基盤として機能する社会的イン

フラストラクチュアでなければならない．知識集

約型産業の基礎となるのは，人間そのものの知識

能力と人間の絆としての社会資本（social

capital）である．

新しい知識集約型産業は，拱手傍観していても

表１ 各国の社会保障支出（１９９２年のGDP比）とジニ係数，相対的貧困率

（出所） 社会的支出，積極的労働市場政策支出：OECD, Social Expenditure Database，
社会的扶助支出：Tony Eardley, et.al., Social Assistance in OECD Countries :
Synthesis Report, Department of Social Security Research Report, No.46, p.35.
ジニ係数および相対的貧困率：OECD, Society at glance : OECD Social
Indicators : Raw Date http : //www.oecd.org/dataoecd/34/11/34542691.xls

（注） 宮本太郎北海道大学教授による作成資料を修正して作成．

社会的
扶助支出

ジニ係数 相対的貧困率
（９０年代半ば）

社会的支出
９０年代半ば

アメリカ ３．７ ０．３６１ １６．７ １５．２
イギリス ４．１ ０．３２１ １０．９ ２３．１
スウェーデン １．５ ０．２１１ ３．７ ３５．３
デンマーク １．４ ０．２１３ ３．８ ３０．７
ドイツ ２．０ ０．２８０ ９．１ ２６．４
フランス ２．０ ０．２７８ ７．５ ２８．０
日本 ０．３ ０．２９５ １３．７ １１．８
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注
１）「福祉」ということばの意味についての考察は，
正村［２０００］，３・５ページを参照されたい．

２）オムソーリについては訓覇［１９９１］，５３‐５７ペー
ジを参照されたい．

３）神野［１９９８］，４９‐５３ページを参照されたい．
４）「３つの政府」体系については，神野・金子編
［１９９９］を参照されたい．
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生まれない．知的能力の高い人間が存在するよう

になって，初めて誕生する．しかも，１人の天才

のひらめきからでは，新しい産業構造の創出は無

理である．それぞれの社会の構成員が，それぞれ

の掛け替えのない知的能力を高めなければならな

い．

知的能力の育成は本来，共同体の共同事業とし

て営まれていた社会の構成員を育成する事業の一

環である．もちろん，学校教育は伝統的に地方政

府がになってきた．基礎教育は基礎自治体が，高

等教育は広域自治体が原則として担当してきたと

考えられる．

ポスト工業社会つまり知識社会では学校教育と

ともに成人教育が，社会的インフラストラクチュ

アの車の車輪となる．成人教育は職業訓練を含め，

社会人の再教育となる．「誰でも，いつでも，ど

こでも，ただで」を原則にしたスウェーデンの学

校教育と成人教育は，積極的労働市場政策の支え

にもなっている．

しかし，このように知的能力を高める公共サー

ビスだけではなく，知識資本では知的能力ととも

に人間の絆ともいうべき社会資本が２大要素とな

る．なぜなら知識は，惜しみなく与え合ってこそ

発展するからである．しかも，社会資本は社会シ

ステムでの人間生活の安心が保障されなければ形

成されない．そのため地方政府が提供する医療と

福祉という現物給付も，社会的インフラストラク

チュアとしての役割を果すことになる．

教育と積極的労働市場政策に限らず，教育と福

祉と医療という対人社会サービスが，知識社会で

は社会的インフラストラクチュアと社会的セーフ

ティネットとの役割を融合して果すことになる．

このように「安心をしてチャレンジ」をもたら

す社会的セーフティネットと，社会的なインフラ

ストラクチュアの融合した対人社会サービスを，

ワークフェア（Workfare）つまり勤労福祉とよ

んでおくことにする．もちろん，こうしたワーク

フェアは現物給付であり，それを提供する任務は，

地方政府がになうことになる．偉大な経済学者シ

ュムペーターの「イノベーション」という言葉を

借りれば，地方政府の供給するワークフェアがイ

ノベーションを巻き起こし，新たに産業構造の創

出を支えていくことになる．つまり，イギリスの

政治経済学者ヘイ（Colin Hay）のことばを使用

すれば，イノベーションを巻き起こし，新しい産

業構造を創出するには，対人社会サービスを供給

する「シュムペーター的ワークフェア地方政府

（Local Schumpeterian Workfare State）」を形

成しなければならないのである．
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A Public Finance Approach to Real Welfare

Professor Naohiko Jinno

Graduate School of Economics and Faculty of Economics, the University of Tokyo

The welfare state’s structure was largely put in place after the Second World War. It imposes taxes on the
market sector and transfers proceeds so as to guarantee the population’s livelihood. It is, in short, a system of
income redistribution that takes from the wealthy via taxes in order to transfer income to the poor.

However, the nation-state needs control over capital flows to levy taxes on high incomes. The war saw
institutional reforms that achieved this end, as Bretton Woods coupled free trade with income redistribution in
the domestic sphere. The system vested control over capital flows in the nation-state, which prevented capital
from fleeing tax burdens and for political reasons.

Yet we are now in transition from industrial society to a knowledge economy with information industries at its
core. This structural shift runs in tandem with globalization, which has in turn brought down Bretton Woods
and let loose a free flow of capital over national borders. These developments have eliminated the state’s
capacity to redistribute income and hence gravely weakened the underpinnings of the welfare state.

Resolving this crisis lies in centering the welfare state on benefits in-kind rather than cash, as the former does
not entail fiscal redistribution. Moreover, benefits in-kind is the basis of livelihood support at the local level, and
hence is a role properly left to local governments.

Indeed, not to reform in the direction will exacerbate inequalities and further weaken the social order,
hindering economic development. In addition, industrial society saw women largely relegated to the home and
unpaid labour, but the knowledge society affords them a direct avenue into labour markets. Goods previously
supplied by women in the home must perforce become social services lest we see an hourglass-shaped
bifurcation of labour markets.

Key words : globalization, welfare state, public finance

16


